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は， 19佑年の公務員令 (CivilService Order in Council)に基づき6)，1ヲ96年に






























緩い f政治的に自由な類型 (politicallyfree) J (以下市街類型jとする)，制約が
最も厳しい「政治的に制約された類型 (politicallyrestricted) J (以下「制約類型j
とする)と両者の f中間類型 (intermediate)J (以下「中間類型jとする)という 3

















































































































則においても 24)，器家公務員が， f職務中 (011duty汁， f制服姿で (inuniform) J 


































































































































































































表1 1979年から 2001年における選挙運動の浸透 (%l






































表 2 1952年段階と 1977王手段階における匿家公務員の類型内訳
1952年{重苦欽を長室く〉 1977年
政治長官lこ制約 100，00015 ( 14%) 196，000名(26%) 
じド i首j 230，∞015 ( 33%) 333，000名(45%) 
自 性1(非現議) 40，000名( 6%) 43，000名( 6%) 
自 lI (波書室) 330，000名(47%) 174，000名(23%) 
700，000名(100%) 746，00015 (100%) 




inent grades-Tax Inspectors， etc) 
多様な鐙護費の専門約・科学技術担当公務員 (Profession
md Technological staff of various kinds) 
保健および社会保隊翁における地方事務管 (LocalO在Icers
in the Department of Health and Social Security) 
科学グループ (Science
(I:l:l!l~) Armitage Report， para. 13. 
君主4 1977年段階の自虫類型の内訳






門主喜と案内係 (Ushersand Attendants) (LCD) 
小 iH'
500名以下の小規燦グノレープ
(出2年) Annitage Report， Appendix V3. 
87，000名 (44.4%)
22，000名(11.2%)














































現在の管理規則においては， 3類型の内， i自由類型j と「制約類型」に
ついて，以下のような内容が示されている51)。
まず， i自由類型Jについては， r現業および非事務職等級 (industrialand 
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non-office grades) Jとされている。反対に， r制約類型jについては， r上級公
務員 (SeniorCivil Service)および上級公務員笹近の下級公務員j と「ブアー

















他方，非現業公務員は， 1977年段階で 57万 l千名(縁日寺公務員合滋¥)浮

















































パナンスJ(成文主主， 2007年)70 J'ro 











































































1973年から 1975年の 3年間に， I制約類型jや個別許可が必要な f中閉鎖













公衆と主主類約 i蚤予言友記のよ 公然と定義5約 i獲常友認のよ 計
!こ援綴をもっ うな接完全をも iこ袋縫をもっ うな後数をも
者 たない者 若君 たない者
民ド諮件数 33 8 312 208 561 
許可件数 18 6 26i 190 481 
不許可件数! 15 2 45 18 80 (14%) 
(出典) Armitage Report， Appendix VI3. 
表7-2 制約された類裂にある公務員
公安設と定期的に後銭安もつ者 i墜予言左誌のような援綴をもた 言十ない者
民ド言j件数 211 148 359 
許可件数 1ヲ5 135 330 
不許可将二数 16 13 29 (8%) 
(防災) Ar1l1itagc Report， Appendix VJ1 
表7-3 中間類君主にある公務員
全閣のま支治約活動 地方の政治的活動
公安表と定真喜約 i察予言2五~èのよ 公衆と問ij露関のよ 言十
{こ接絡をもっ うな援滋をも i二議総をもっ うな援絡をも
者 たない者 善言 たない者
中諮件数 33 8 101 品。 202 
許可件数 18 6 i2 コ'P 151 
不許可件差士 15 フ 29 コ 51 (25%) 




















































































































関税・浴室費税庁 (HM Customs and Excise)におけるように)や給付(係縫および社会保
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ギリスの国家公務員組合である Publicand Commercial Services じnion(こヰヲげる















〔付記〕 本稿は， 2008年度南山大学ノtッへ研究奨励金 I-A-2(こ基づく研究成果
の一部である。
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